
令和７年度 学校自己点検・評価表  東亜大学附属下関看護専門学校 

 

専修学校における学校評価ガイドライン（令和８

年３月）に掲載されている基本的事項 

 評価基準（3 段階） 

 3：基準を上回り、特筆すべき取組み等を行っている 

２：基準をおおむね満たす 

１：基準を満たしておらず改善が必要 

 

【項目１】 教育理念・目的・目標 

大項目 小項目 評価の基準 
自己点検 
評価結果 

エビデンス等 

項目１ 

教育理念・

目的・目標 

1 教育理念、目的

及び目標の設

定等 

教育理念等を踏まえ、当該専門学校と
しての目的及び目標を明確に設定し、
養成する人材像を明確にしていること。 

2.36 

・学則、細則、内規等  

・学生便覧等  

・卒業方針等が学科等ごとに記載 されてい

る資料 （学校・学科（理念・目的）を紹介する

パンフレット、募集要項、学生の手引き、HP） 

項目２ 

教育課程、

教育の実

施、学修成

果 1 教育課程の編成

と授業科目 

①学校の目的・目標及び養成する人材
像を実現するために必要な教育課程編
成・ 実施方針を作成した上で、教育課
程を体系的に編成し、系統性・段階性に
配慮した授業科目を配置していること。 

2.27 

・学則 

・学生便覧  

・シラバス、履修ガイド、履修案内等 ・カリキ

ュラムマップ (カリキュラムポリシー、CP 検

証時の議事録、教育課程編成委員会議事

録、HP) 

②外国人留学生に対して、日本国内に
就職する際に必要となる日本社会の理
解の促進に資する授業科目を 300 時
間以上開設していること。 【注）外国人
留学生キャリア形成促進プログラム】 

- 

・学則 

・学生便覧  

・シラバス、履修ガイド、履修案内等 ・カリキ

ュラムマップ （授業計画書、校務分掌表）  

【外国人留学生キャリア形成促進 プログラ

ム_申請書類※シラバス等 実態を示すもの

も必要】 

2 教育の実施 

①授業科目内容に応じ、講義、演習、実
験、実習又は実技など、適切な授業形
態で教育が実施され、かつ、適切な教
材が用いられるとともに、成績評価基準
に基づき成績評価を行っていること。 

2.27 

・シラバス  

・カリキュラムマップ等 ・学則、成績評価基

準等  

・指定養成施設の場合は指定規則 

・基準等 （コマシラバス、講義概要、成績一

覧） 

 

②企業等と連携した、実習、実技、実験
又は演習等（以下「実習・演習等」とい
う）の授業を行っていること。教育目標
の達成に必要な企業等と連携した実
習・ 演習等の単位時間または単位数
の総授業時数に占める割合を具体的に
設定していること。【注）職業実践専門
課程】 

- 

・シラバス 

・カリキュラムマップ等  

・学則、成績評価基準等・指定養成施設の場

合は指定規則・基準等 【職業実践専門課程

_別紙様式※シラバス等実態を示すものも必

要】 

3 単位・卒業認定 

学校の目的・目標及び養成する人材像
を実現するために必要な卒業認定方針
（資格・免許等を含む修得させる職業能
力を含む）を学科・コースごとに定め、
当該 方針に基づき卒業の認定をして
いること。 

2.09 

・シラバス 

・学則、卒業認定基準等  

・指定養成施設の場合は指定規則 

・基準等 （学習の手引き（ディプロマポリシ

ー）、成績評価に関する規程、授業科目履修

規程、卒業審議会資料、卒業判定会議議事

録） 

4 学修成果目標

の達成状況 

①卒業認定方針を踏まえ、学科・コース
ごとに職業能力を含む資質能力の修得 
（資格・免許等の取得や知識・技術・技
能の修得含む。）についての目標を定
め、その目標が達成できていること。 

2.18 

・卒業方針等が学科等ごとに記載 されてい

る資料  

・学生のポートフォリオ  

・指定養成施設の場合は指定規則 

・基準等 （目標資格・検定試験一覧、シラバ

ス、試験対策授業計画、各学科 のディプロ

マポリシー、修学支援新制度_確認申請書、

資格取得者リスト、国家試験等合格率） 

②学生が望む進路の実現に関する目
標を定め、その目標が達成できている
こと。 

2.09 

・卒業方針等が学科等ごとに記載 されてい

る資料  

・学生のポートフォリオ  

・指定養成施設の場合は指定規則・基準等 

（就職関連指導シラバス、就職実績報告書、

就職活動報告書、教職員会議議事録、進路

データ（就 職・進学の履歴）） 



項目３ 

学生の受入

れ、学生支

援 
1 学生募集及び

入学者の選抜、収

容定員の管理 

①入学者の受け入れ方針、入学選考基
準、方法を定め、入学希望者に明示し、
入学者の選考を公正に行い、合否を決
定していること。 

2.36 

・学則等  

・入試規定、入試実施要領等  

・入学者選考基準、募集要項等 （アドミッシ

ョンポリシー、パンフレット、公式 Web サイ

ト、学校案内、入学選考基準・選考方法、選

考における実施体制、選考結果資料、入試

面接評価表、修学支援新制度_確認申請書） 

②学生の受入れは、入学定員に基づき
適正に行っていること。 
【注)修学支援新制度機関要件の確認】  
【注）外国人留学生キャリア形成促進プ
ログラム】 

2.09 

・学則等  

・入試規定、入試実施要領等  

・入学者選考基準、募集要項等 （アドミッシ

ョンポリシー、パンフレット、公式 Web サイ

ト、学校基本調査） 

 【修学支援新制度_確認申請書、外 国人留

学生キャリア形成促進プロ グラム_申請書類

※上記等実態を示 すものも必要】 

2 自主的な学習

の促進に対する支

援 

学生の学力や学習状況を把握し、入学
前教育や補習授業を行うなど学習支援
に取組んでいること。学生の円滑な学
習に向け、シラバスの活用による学習
成果の向上や自主的な学習に関する適
切な支援を行っていること。 

2.00 

・シラバス 

・学習状況の把握や補習授業の実 施状況

等が分かる資料 

・学習支援の体制や実施状況が分 かる資

料 （学生カルテ、学生指導履歴、個別相談

表、入学前課題、学習の手引き、教材一覧

（含学習動画）） 

3 多様な学生に

対する支援 

①適切な体制を構築し、障がいのある
学生、海外からの留学生、社会人経験
者など、多様な学生に対する支援を行
っていること。 

2.00 

・多様な学生に対する支援が分かる資料  

・留学生の在籍管理、進路指導等 が分かる

資料 （募集活動体制組織図、障がい学生支

援に関するガイドライン、合理的配慮に関す

る法人ガイドライン、学生サポートセンターに

関する資料、パンフレット、OC 用説明資料、

募集要項、学校案内、校務 分掌、HP） 

②特に海外からの留学生について適正
な在籍管理、進路(就職)指導を行うと
ともに、日本人学生との交流の機会が
確保されていること。 
 【注）外国人留学生キャリア形成促進
プログラム】 

- 

・留学生の在籍管理、進路指導等が分かる

資料 （留学生募集要項、留学生の在籍管理

（在留資格等）、留学生向け企業説明、日本

人・留学生交流 パーティー、事業計画書） 

【外国人留学生キャリア形成促進 プログラ

ム_申請書類※上記等実態 を示すものも必

要】 

4 学生生活に関

する支援 

①カウンセラーの配置、相談室の設置
など、学生の相談に対応するための環
境整備を行い、適切に運営しているこ
と。 

2.18 

・カウンセラーの配置等による相談体制等が

分かる資料  

・学生便覧、学生生活の手引き等に記載の

相談体制等を周知する資料 （カウンセリン

グルーム案内、個人面談日程、オリエンテー

ション配布資料、カウンセリング記録、学生

面談記録、個別面談シート） 

②留年者、退学希望者など学習の継続
に困難な問題を抱える学生に対し適切
な対応を行っていること。 

2.27 

・学生便覧、学生生活の手引き等 に記載の

相談体制等を周知する資 料 （退学防止の

取り組み記録、退学 状況の分析と対策記

録、学生面談 記録、個別面談シート） 

③学校保健安全法に基づく学校保健計
画を策定し、学生の心身の健康管理体
制を整備し、適切に運用していること。 

2.00 

・学校保健計画や学生の健康管理 体制等

が明記された資料 （学校保健計画、健康診

断案内、 年間行事予定表、学校医がいるこ

とを示す資料、健康相談窓口の案内、再健

診の案内・記録） 

④学生の経済的側面に対する支援体
制を整備し、適切に周知、運用している
こと。 

2.13 

・学費の減免 

・分割納付等に関する資料 （募集要項、学

費減免規程、奨学金説明会資料、公的奨学

金制度説明書、案内の記録） 

⑤学生のキャリア支援、就職支援に対
する支援体制を整備し、適切に周知、
運用していること。 

2.00 

・学生便覧、学生生活の手引き等 に記載の

相談体制等を周知する資 料  

・キャリア支援等に関する資料 （就職ガイド

ブック、就職活動年間予定、企業との協定書

等、企業説明会案内文書、キャリア教育に関

する教育計画書、学習の手引き （学生サポ

ートセンター）、就職サポート実績） 

項目４ 

教育実施組

織・教員 

1 教員の配置、募

集、 採用 

①教育課程を実施するのに必要な、資
格・要件を備えた教員を確保するため
に基準等（教員の採用基準等）を整備
し、 適正に運用していること。 

2.00 

・教員の採用等に関する資料 （資格 

・要件等採用基準、学校が求める教員像 

・教員の役割・教育 責任の所在に関する考

え方を学内で共有した資料、教員募集案内 

（求人票）） 

②教員の常勤・非常勤、年齢構成等、ま
た教員一人当たりの授業時数等を把握
していること。また、教員の専門性、教
授力を把握、評価していること。 

1.91 

・教員名簿  

・教員の授業分担、時間割等の担当する授

業時数等が分かる資料  

・教員評価に関する資料 （実施体制組織

図、学校基本調査、教職員名簿、実務経験

者一 覧、教員資格認定書、授業アンケート、



授業評価の帳票、フィードバック記録） 

2 教員の組織編

制等 

①学校の目的に応じた分野の区分ごと
に 必要な教員組織を整備し、業務分
担、責任体制を規程等で定めているこ
と。 

1.91 

・専門分野の分かる教員名簿等 ・業務分担

体制等の規定等 （教員組織図、業務分担

表、教職員会議議事録、講師会議事録、各

種委員会議事録） 

②教員間で連携、協力体制を構築して
いること。 

2.09 
・業務分担体制等の規定等 （業務分担表、

教職員会議議事録、講師会議事録、各種報

告書、教務日誌） 

3 教員の資質の

向上 

①学校の教育活動の改善、工夫を行う
FD(Faculty Development)などの
取組 や、教員の研究活動、自己啓発等
への支援を行っていること。 

2.09 

・教員研修に関する資料・選考分野について

企業等との連携が分かる資料 （支援内容が

わかる規程等、学校の FD・SD の考え方、実

施体制、実施状況（参加率含む）が分かる資

料、研修報告書、復命書） 

①-2 特に職業実践専門課程において
は、 企業等と連携して組織的に行って
いること。【注）職業実践専門課程】 

- 

・企業等との連携による教員研修 が分かる

資料 （企業等と連携して行われる教員 研

修・共同研究等の計画書・報告書） 【職業実

践専門課程_別紙様式※上記等の実態を示

すものも必要】 

②教員の授業及び指導力等を修得・向
上するための研修を企業等と連携し
て、組織的に行っていること。 【注）職
業実践専門課程】 

- 

・企業等との連携による教員研修 が分かる

資料 （教員の授業及び指導力等を修得・向

上するための研修計画・研 修報告書） 【職

業実践専門課程_別紙様式※上記等の実態

を示すものも必要】 

項目５ 

教育環境 

1 教育環境の整

備 

①教育上の必要性に対応できる施設・
設備、機械器具等を備えていること。 

2.18 

・施設・設備等の概要 

・演習、実習、学生支援等の施設等が分かる

資料  

・指定養成施設の場合は、必要施設等が整

備されていることが分かる資料（学校設置認

可申請書、各種設 備 

・教育備品の一覧表及び点検票、管理体制

の組織図教室配置図、時間割（使用教室）） 

②学生の学習支援のための施設(自習
室等)を整備していること。また、学生の
休憩、食事のためのスペースを確保し
ていること。 

2.27 

・演習、実習、学生支援等の施設 等が分か

る資料  

・指定養成施設の場合は、必要施 設等が整

備されていることが分か る資料 （教室配置

図、学習の手引き、時間割、専修学校報告

書） 

③図書室を設置し、専攻分野の教育に
必要な専門書及び参考図書を配架し、
必要に応じて学生が閲覧できるように
していること。 

2.18 
・図書室の整備や専門書等の整備 が分か

る資料（施設案内図、学生便覧、資産目録、

図書台帳） 

2 安全対策、防

災組織 

①学校保健安全法に基づく学校安全計
画を策定し、学校における安全対策を
適切に行っていること。 

2.09 

・学校保健安全法等に基づく計画 等の安全

対策が分かる資料 （学校安全計画、危機管

理マニュアル、設備管理者の一覧表、防災

訓練実施要項、防災訓練実施報告書、各種

設備の定期点検票） 

②火災の発生や防災に関する組織体
制を整備し、適切に運営していること。 

2.00 

・防災計画や消防点検等及び改善 状況等

が分かる資料  

・防災訓練等の実施が分かる資料 （防災・

避難訓練実施要項、消防計画、防災マニュ

アル、災害時マニュアル、気象警報による休

講等の取扱いガイドライン） 

3 施設・設備等の

点検、改善等 

①施設・設備等の日常点検、定期点
検、 補修等を適切に行っていること。 

2.18 

・施設・設備などの点検、補修等が分かる資

料 （教室清掃チェックシート、環境 整備チ

ェックシート） （点検等記録一覧表、日常点

検 チェック表、定期点検の記録、施設・設備

の点検計画、電気設備点検記録報告書、点

検・修繕の記録、建築物環境衛生管理報告

書） 

②施設の改築・改修、設備の更新等の
計画を定め、適切に実施していること。 

2.09 

・施設の改築、改修等や設備の更 新等の計

画及び実施が分かる資料 （施設・設備の点

検・補修計画 書、中期事業計画、点検・修

繕の記録） 

項目６ 

教育活動の

基盤と改

1 中期事業計画

と財務基盤 

①当該専修学校が策定している中長期
的計画に、教育目的、教育目標の実現
に向けた具体的な内容が位置付けられ
ていること。 

2.00 
・中・長期計画が分かる資料（中期事業計画

書、理事会・評議員会の議事録、中期事業計

画策定計画書、委員会の議事録） 



善・向上の

取組 

②当該専修学校の教育活動を安定して
遂行するために必要かつ十分な財務基
盤を確立していること。 

2.00 
・財務計画、状況が分かる資料 （財産目録、

貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収

支計算書、事業報告書） 

2 学校運営 

①学校運営の組織体制を整備し、適切
な運営が行われていること（職業教育に
関するマネジメント（教育の企画・設計・
運営等）における責任体制を含む。）。 

2.09 

・学校運営に関する規定、学校運 営に関す

る会議体、規則等及び運 営状況が分かる

資料 （組織図、理事会会議規則、決裁 規

程、学校の運営規程等、委員会・会議体一

覧、理事会・評議員会の議事録、運営会議議

事録、委員会・会議体の会議議事録等） 

3 学校評価の実

施と改善活動 

①学校関係者評価委員会、教育課程編
成委員会等外部からの意見を反映する
など、関連企業等団体、地域社会等か
らの意見を当該専修学校の運営やその
改善・向上において活用していること。 

2.09  

①-2 特に職業実践専門課程において
は、教育課程編成委員会を年２回以上
開催していること。【注）職業実践専門
課程】 

- 

・教育課程編成委員会等の議事録 （年 2 回

以上開催していることがわ かる議事録） 

【職業実践専門課程_別紙様式※上記等の

実態を示すものも必要】 

②学校評価を実施し結果及び改善状
況についての情報を公表していること。 

2.00 

・学校評価の結果や改善状況を公 表してい

ることが分かる資料 （自己点検評価報告

書、学校関係者評価報告書、学校関係者評

価委員会議事録、第三者評価報告書） 

③学校評価の結果に基づく改善への取
組を組織的かつ継続的に行っているこ
と。 

2.18 
・学校評価の改善状況が分かる資 料 （学

校評価の各種結果報告書、改 善計画書、是

正計画書、改善報告 書、是正報告書） 

4 社会からの理

解と情報の公表 

①当該専修学校の教育活動、学修成
果、 学校運営等の状況に関する情報
を積極的に公表していること。 

2.00 

・教育活動、学校運営等の情報を 公表して

いることが分かる資料 （職業実践専門課程

別紙様式４、 HP、公表した冊子、自己点検

評価 報告書、学校関係者評価報告書） 

②教育目的・目標の達成状況や活動状
況について関連する教育機関、産業界
等をはじめ、社会全体からの理解を得
るよう取組んでいること。 

2.18 

・教育目的等の達成や活動状況について関

連教育機関や産業界等に 対する取組等が

分かる資料 （校務分掌表、年間行事予定

表、教室利用案内、教室利用の記録、公共

職業訓練等受託契約書、学校施設・設備管

理規程、教室貸出マニュアル、イベント配布

資料、地域ボランティア活動記録）  

 

 

【概要と課題】 

 ほとんどの項目は「基準をおおむね満たす」となっているが、全体的に改善を求める声が挙がっており、優先順位等の

検討する必要がある。 

 「基準を満たしておらず改善が必要」と挙げているのが項目４「教育実施組織・教員」で１.教員の配置募集、採用」の２

項目である。看護教員不足が慢性化している。教員獲得競争で待遇面が先行すると学校経営に多大な影響がでるた

め、大きな課題である。さらに、看護教員の高齢化を懸念している。 

教員募集求人を出しても反応が薄く、教員免許が必要で対象者も絞られる。そこで、学校負担で看護教員免許の取

得補助を行っている（現在１名参加）。ただ、看護教員を目指す絶対数が少ないため苦慮している。 

 項目６の教育活動の基盤と改善・向上の取組 3 学校評価の実施と改善活動については関心度の高低に格差が生じ

ている。教職員不足で業務過多も起因と考えられる。課題の早期解決と、委員会や会議を通して全校周知を徹底でし

たい。 


